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【補正対象項目名】全文
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【補正の内容】
【発明の詳細な説明】
【発明の名称】電動式パワーステアリング装置及びその製造方法
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、電動モータを補助動力の発生源として、運転者がステアリングホイールを
操作する為に要する力を軽減できる様に構成した、電動式パワーステアリング装置及びそ
の製造方法の改良に関する。
【背景技術】
【０００２】
　自動車の操舵輪に舵角を付与する為のステアリング装置として、図１３に示す様な構造
が、広く知られている。このステアリング装置は、車体１に支持された円筒状のステアリ
ングコラム２の内径側にステアリングシャフト３を、回転可能に支持している。そして、
このステアリングコラム２の後端開口から突出した、前記ステアリングシャフト３の後端
部に、ステアリングホイール４を固定している。このステアリングホイール４を回転させ
ると、この回転が、前記ステアリングシャフト３、自在継手５ａ、中間シャフト６、自在
継手５ｂを介して、ステアリングギヤユニット７の入力軸８に伝達される。この入力軸８
が回転すると、このステアリングギヤユニット７の両側に配置された１対のタイロッド９
、９が押し引きされて左右１対の操舵輪に、前記ステアリングホイール４の操作量に応じ
た舵角が付与される。
　尚、本明細書で、前後方向は、特に断らない限り、車両の前後方向を言う。
【０００３】
　又、図１３に示した例は、電動モータ１０を補助動力源として利用する事により、前記
ステアリングホイール４の操作力を軽減できる様に構成した電動式パワーステアリング装
置としている。この為に、前記ステアリングコラム２の前端部にハウジング１１を固定し
、このハウジング１１に前記電動モータ１０を支持すると共に、このハウジング１１の内
側に複数の構成部品を設けている。
【０００４】
　これら各構成部品には、例えば図１４に示す様な、前記ステアリングホイール４（図１
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３参照）からの操舵力が付与される入力軸１２と、前記電動モータ１０（図１３参照）を
発生源とする補助動力が付与される中空状の出力軸１３と、この出力軸１３の内径側に配
置されると共に、その両端部を、この出力軸１３と前記入力軸１２とに対してトルク伝達
可能に連結されたトーションバー１４と、このトーションバー１４の弾性的な捩れ変形に
基づいて前記操舵力を検出するトルク検出器等が含まれる（例えば特許文献１参照）。前
記入力軸１２と前記出力軸１３とは、互いの軸方向端部に設けられた雄、雌両ストッパ部
１５、１６同士を円周方向の隙間を介在させた状態で係合させる事により、互いの相対回
転を所定角度範囲内に規制された状態で連結されている。
【０００５】
　図１４に示した様な、入力軸１２と、出力軸１３と、トーションバー１４とを組み立て
る場合には、先ず、前記トーションバー１４の後端部（図１４の右端部）を、前記入力軸
１２の内径側に設けられた連結孔部１７に圧入する事により、前記トーションバー１４の
後端部を前記入力軸１２にトルク伝達可能に連結する。次いで、前記トーションバー１４
を前記出力軸１３の中心孔１８に挿入して、このトーションバー１４の前端部（図１４の
左端部）を、この中心孔１８の前端部に設けられた連結孔部１９に締め代を持たせる事な
く内嵌する。これと共に、前記雄、雌両ストッパ部１５、１６同士を円周方向の隙間を介
在させた状態で係合させる。そして、前記入力軸１２と前記出力軸１３との回転方向に関
する互いの位置関係を、前記所定角度範囲の中央位置に合わせた状態で、前記出力軸１３
の前端部と前記トーションバー１４の前端部との互いに整合する位置に、ドリル加工で径
方向の貫通孔２０を形成する。そして、この貫通孔２０にピン２１を圧入する事により、
前記トーションバー１４の前端部を前記出力軸１３に対してトルク伝達可能に連結する。
【０００６】
　上述の様な従来構造及びその組立方法の場合には、前記入力軸１２と前記出力軸１３と
の回転方向に関する互いの位置関係を規制し、更にこの規制した位置関係を保持しながら
、前記貫通孔２０を形成する必要がある。この為、この貫通孔２０を形成する際に専用の
治具や設備が必要になり、その分、コストが嵩むと言った問題がある。
【０００７】
　これに対し、上述の様な従来構造を組み立てる場合、先に前記トーションバー１４の前
端部と前記出力軸１３とを前記ピン２１により連結してから、このトーションバー１４の
後端部を前記入力軸１２の連結孔部１７に圧入する様にすれば、前記貫通孔２０を形成す
る際に、上述の様な治具や設備が不要になる為、その分、コストを抑えられる。
　但し、この場合には、前記トーションバー１４の後端部を前記入力軸１２の連結孔部１
７に圧入する際に、このトーションバー１４の軸方向中間部であるばね軸部に、大きな軸
方向圧縮力が加わる。この為、この大きな軸方向圧縮力によって前記ばね軸部が座屈する
のを防止すべく、このばね軸部の剛性を高くしておく必要がある。ところが、この様にば
ね軸部の剛性を高くすると、その分、このばね軸部を通じて、操舵輪側からステアリング
ホイール４側へ振動が伝わり易くなると共に、操舵トルクの検出感度が低くなると言った
不都合を生じる。
【０００８】
　一方、上述の様な従来構造に関して、前記トーションバー１４の前端部と前記出力軸１
３との連結構造を、圧入による連結構造に変更すれば、前記貫通孔２０及び前記ピン２１
が不要になる為、上述の様な治具や設備が不要になるだけでなく、前記貫通孔２０の形成
によって発生する切粉（鉄粉）の除去作業（洗浄作業）が不要になると共に、部品点数を
減らせる為、その分、コストを抑えられる。
　但し、この場合には、前記トーションバー１４の両端部を前記２つの連結孔部１７、１
９に対して順番に圧入する事になる為、後から行う圧入の際に、先に圧入した側の端部を
後から圧入する側の端部に向けて軸方向に押圧する様な態様で圧入を行うと、前記トーシ
ョンバー１７のばね軸部に大きな軸方向圧縮力が加わる。この為、上述した場合と同様の
不都合を生じる。
【０００９】
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　尚、本発明に関連する他の先行技術文献として、特許文献２がある。この特許文献２に
は、本発明を適用可能な構成を備えた電動式パワーステアリング装置が記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１０】
【特許文献１】特開２０１０－８９７０９号公報
【特許文献２】国際公開第２００３／１０４０６５号パンフレット
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　本発明は、上述の様な事情に鑑みて、トーションバーの軸方向両端部のうち、相手側シ
ャフトの連結孔部に対して後から連結する側の軸方向端部を、この連結孔部に圧入する際
に、前記トーションバーの軸方向中間部が座屈する事を防止できる構造及びその製造方法
を実現すべく発明したものである。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明の対象となる電動式パワーステアリング装置は、第一シャフトと、第二シャフト
と、トーションバーとを備える。
　このうちの第一シャフトは中空状である。
　又、前記第二シャフトは、例えば前記第一シャフトとの相対回転を所定角度範囲内に規
制された状態で、この第一シャフトと同軸に配置されている。
　又、前記トーションバーは、軸方向両端部に第一連結軸部及び第二連結軸部を、これら
第一、第二両連結軸部同士の間部分である軸方向中間部にばね軸部を、それぞれ有し、前
記第一シャフトの内径側に配置された状態で、前記第一連結軸部をこの第一シャフトに、
前記第二連結軸部を前記第二シャフトに、それぞれトルク伝達可能に連結されている。
　又、前記第一、第二両シャフトのうちの何れか一方のシャフトにステアリングホイール
からの操舵力が付与される。又、ステアリングホイールの動きを操舵輪に伝達する操舵力
伝達機構の途中に設けられる他の部材（例えば、前記第一、第二両シャフトのうちの他方
のシャフトや、ステアリングギヤユニットを構成するラック軸）に、電動モータを発生源
とする補助動力が付与される。
【００１３】
　特に、請求項６に記載した電動式パワーステアリング装置の場合には、前記第一シャフ
トの内径側に設けられた第一連結孔部に、前記第一連結軸部が圧入されており、前記第一
連結軸部の先端面に除去痕が存在している。
　本発明の電動式パワーステアリング装置を実施する場合、具体的には、請求項９に記載
した発明の様に、前記第一連結軸部の外周面と前記第一連結孔部の内周面とが、これら外
周面と内周面とのうちの少なくとも一方の周面に設けられた凹凸面部（例えば、セレーシ
ョン部やローレット部）により円周方向に凹凸係合している構成を採用する事ができる。
【００１４】
　本発明の電動式パワーステアリング装置を実施する場合に、好ましくは、請求項７に記
載した発明の様に、前記第一シャフトの軸方向一部分（軸方向端部又は軸方向中間部）に
設けられた第一ストッパ部と、前記第二シャフトの軸方向一部分（軸方向端部又は軸方向
中間部）に設けられた第二ストッパ部とを、円周方向の隙間を介在させた状態で係合させ
る事により、前記第一、第二両シャフト同士の相対回転を所定角度範囲内に規制する。
　更に、製造時に、前記第二連結軸部を前記第二シャフトに対してトルク伝達可能に連結
した後、（前記第一連結孔部に前記延出部を挿通すると共に、この延出部のうち少なくと
も先端側部分を前記第一シャフトの外部に突出させた状態で、この突出させた部分をこの
第一シャフトに対して軸方向に引っ張る事により）前記第一連結軸部を前記第一連結孔部
に圧入する前に、前記第一、第二両ストッパ部の少なくとも一部分同士を円周方向の隙間
を介在させた状態で係合させる事が可能な寸法関係を持たせる。



(4) JP 2015-168306 A5 2017.2.2

　尚、本発明を実施する場合に、前記第二連結軸部を前記第二シャフトに対してトルク伝
達可能に連結する為の構成としては、例えば、この第二連結軸部をこの第二シャフトに設
けられた第二連結孔部に圧入する事により、これら第二連結軸部の外周面と第二連結孔部
の内周面とを、締り嵌めにより嵌合（摩擦係合）させる構成や、これら外周面と内周面と
のうちの少なくとも一方の周面に設けられた凹凸面部（例えば、セレーション部やローレ
ット部）により円周方向に凹凸係合させる構成を採用する事ができる。
【００１５】
　又、本発明の電動式パワーステアリング装置を実施する場合に、好ましくは、請求項８
に記載した発明の様に、前記除去痕が破断痕である構成を採用する事ができる。
【００１６】
　又、請求項１に記載した電動式パワーステアリング装置の製造方法は、前記第一シャフ
トの内径側に、前記第一連結軸部を圧入可能な第一連結孔部を設ける。これと共に、例え
ば、請求項５に記載した発明の様に、これら第一連結軸部の外周面と第一連結孔部の内周
面とのうちの少なくとも一方の周面に凹凸面部（例えば、セレーション部やローレット部
）を設ける事もできる。
　又、前記第一連結軸部の先端部から軸方向に延出する状態で、前記第一連結孔部の内径
側を軸方向に通過可能な延出部を設ける。
　そして、前記第二連結軸部を前記第二シャフトに対してトルク伝達可能に連結する。そ
の後、前記第一連結孔部に前記延出部を挿通すると共に、この延出部のうちの少なくとも
先端側部分を前記第一シャフトの外部に突出させた状態で、この突出させた部分をこの第
一シャフトに対して軸方向に引っ張る事により、前記第一連結軸部を前記第一連結孔部に
圧入する事で、これら第一連結軸部の外周面と第一連結孔部の内周面とを係合させる（例
えば、請求項５に記載した発明の様に、前記凹凸面部により円周方向に凹凸係合させる）
。そして、この状態で、前記延出部を除去する。
　尚、本発明に関して、前記延出部のうち前記第一シャフトの外部に突出させた部分をこ
の第一シャフトに対して軸方向に引っ張るとは、これら延出部と第一シャフトとに軸方向
に関して互いに逆向きの引っ張り力を加える（この延出部をこの第一シャフトの外部に引
き抜く方向の力を加える）事を意味する。
【００１７】
　又、本発明の製造方法を実施する場合で、製造対象となる電動式パワーステアリング装
置が、前記第一シャフトの軸方向一部分（軸方向端部又は軸方向中間部）に設けられた第
一ストッパ部と、前記第二シャフトの軸方向一部分（軸方向端部又は軸方向中間部）に設
けられた第二ストッパ部とを、円周方向の隙間を介在させた状態で係合させる事により、
前記第一、第二両シャフト同士の相対回転を所定角度範囲内に規制したものであって、且
つ、製造時に、前記第二連結軸部を前記第二シャフトに対してトルク伝達可能に連結した
後、（前記第一連結孔部に前記延出部を挿通すると共に、この延出部のうち少なくとも先
端側部分を前記第一シャフトの外部に突出させた状態で、この突出させた部分をこの第一
シャフトに対して軸方向に引っ張る事により）前記第一連結軸部を前記第一連結孔部に圧
入する前に、前記第一、第二両ストッパ部の少なくとも一部分同士を円周方向の隙間を介
在させた状態で係合させる事が可能な寸法関係を有するものである場合には、例えば請求
項２に記載した発明の様にする。即ち、前記延出部のうち前記第一シャフトの外部に突出
させた部分をこの第一シャフトに対して軸方向に引っ張る事により、前記第一連結軸部を
前記第一連結孔部に圧入する作業を、前記第一、第二両ストッパ部の少なくとも一部分同
士を円周方向の隙間を介在させた状態で係合させると共に、前記第一、第二両シャフト同
士の回転方向に関する互いの位置関係を前記所定角度範囲の中央位置に合わせた状態で行
う。
【００１８】
　又、本発明の電動式パワーステアリング装置の製造方法を実施する場合に、好ましくは
、請求項３に記載した発明の様に、前記延出部を、基端部にくびれ部を有するものとし、
且つ、このくびれ部を破断させる事により除去する。
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　この場合に、好ましくは、請求項４に記載した発明の様に、前記くびれ部を、折り曲げ
る、捩る、のうちの少なくとも一方の手段により破断させる。この際に、折り曲げたり、
捩ったりする方向や回数は、特に問わない。
【発明の効果】
【００１９】
　上述の様に構成する本発明の電動式パワーステアリング装置の製造方法によれば、トー
ションバーの軸方向両端部である第一、第二両連結軸部のうち、第二連結軸部を第二シャ
フトに連結した後、第一連結軸部を第一シャフトの第一連結孔部に圧入する際に、前記ト
ーションバーの軸方向中間部であるばね軸部が座屈する事を防止できる。
　即ち、本発明の場合、前記第一連結軸部を前記第一連結孔部に圧入する作業は、前記ト
ーションバーの延出部のうち前記第一シャフトの外部に突出させた部分を、この第一シャ
フトに対して軸方向に引っ張る事により行う。この為、当該圧入に起因して、前記ばね軸
部に軸方向圧縮力が作用する事はない。従って、当該圧入に伴って、このばね軸部が座屈
する事を防止できる。
　又、本発明の場合には、この様にして、ばね軸部の座屈を防止できる為、操舵輪からス
テアリングホイールへ伝達される振動を低減する事や、操舵トルクの検出感度を向上させ
る事を目的として、前記トーションバーの低剛性化（ばね軸部の小径化等）を図り易い。
【００２０】
　又、本発明の場合には、当該圧入を行った後に、前記延出部を除去する為、その後の組
立工程を行う際や、電動式パワーステアリング装置の完成後に、この延出部が邪魔になる
事はない。
　又、請求項３に記載した発明の様に、前記延出部を、基端部にくびれ部を有するものと
し、且つ、このくびれ部を破断させる事により除去する様にすれば、この延出部の除去作
業を容易に行える。
　更に、この場合、請求項４に記載した発明の様に、前記くびれ部を、折り曲げる、捩る
、のうちの少なくとも一方の手段により破断させる様にすれば、破断エネルギを小さくで
きる為、除去作業が一層容易になる。
【００２１】
　又、本発明の場合には、当該圧入に伴い、前記第一連結軸部の外周面と前記第一連結孔
部の内周面とが、例えば、これら両周面のうちの少なくとも一方の周面に設けられた凹凸
面部により、円周方向に凹凸係合した状態とする事ができる。即ち、この凹凸面部を構成
する複数の凸部（例えばセレーション歯）の円周方向両側面が、それぞれ相手側周面に強
く係合（例えば摩擦係合）した状態となる。この為、前記延出部を除去する（例えば、前
記くびれ部を破断させる）際に、前記両周面同士の係合部に軸方向や円周方向のずれが生
じる事を十分に抑えられる。従って、正規の組立状態を実現する事が容易となる。
【００２２】
　又、請求項２に記載した発明の場合、製造時には、前記第一連結軸部を前記第一連結孔
部に圧入する前に、第一、第二両ストッパ部の少なくとも一部分同士を係合させる事がで
きる為、第一、第二両シャフト同士の回転方向に関する互いの位置関係を、所定角度範囲
の中央位置に合わせる事が容易となる。従って、正規の組立状態を実現する事が容易とな
る。
【図面の簡単な説明】
【００２３】
【図１】本発明の実施の形態の第１例を示す部分切断側面図。
【図２】図１の左端部拡大図。
【図３】入力軸、出力軸、トーションバー等の一部の部品のみを取り出して、これら各部
品同士を途中まで組み立てた状態で示す断面図。
【図４】図３の状態から出力側連結軸部を出力側連結孔部に圧入した状態で示す断面図。
【図５】図４の状態からトーションバーの延出部の基端部に設けられたくびれ部を破断し
た状態で示す断面図。
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【図６】トーションバーの延出部の基端部に設けられたくびれ部を、曲げにより破断させ
る状況（Ａ）、及び、捩りにより破断させる状況（Ｂ）を示す要部拡大断面図。
【図７】図６の（Ａ）の拡大ａ－ａ断面図。
【図８】出力側連結軸部の外周面と出力側連結孔部の内周面とを締り嵌めにより円筒面嵌
合させた比較例の構造に関して、トーションバーの延出部の基端部に設けられたくびれ部
を、折り曲げにより破断させる状況（Ａ）、及び、破断後の状態（Ｂ）で示す要部拡大断
面図。
【図９】同じく、捩りにより破断させる状況（Ａ）、及び、破断後の状態（Ｂ）で示す要
部拡大断面図。
【図１０】本発明の実施の形態の第２例を示す、図４の左半部に相当する図。
【図１１】同第３例を示す、図４の左半部に相当する図。
【図１２】本発明を実施する場合に採用可能なトーションバーの別例を示す側面図。
【図１３】従来から知られている電動式パワーステアリング装置の１例を示す部分切断側
面図。
【図１４】従来から知られている電動式パワーステアリング装置のハウジング内から、入
力軸、出力軸、トーションバー等の一部の部品のみを取り出して示す断面図。
【発明を実施するための形態】
【００２４】
　［実施の形態の第１例］
　本発明の実施の形態の第１例に就いて、図１～９を参照しつつ説明する。尚、図１～９
では、図７を除く各図の左側が前側となり、同じく右側が後側となる。本例の電動式パワ
ーステアリング装置は、ステアリングコラム２ａと、ステアリングシャフト３ａと、ハウ
ジング１１ａと、出力軸１３ａと、トーションバー１４ａと、トルク検出用スリーブ２２
と、トルク検出用コイルユニット２３と、電動モータ１０（図１３参照）と、ウォーム式
減速機２４とを備える。
【００２５】
　前記ステアリングコラム２ａは、前側に配置された円筒状のインナコラム２５と、後側
に配置された円筒状のアウタコラム２６とを、伸縮可能に組み合わせて成るもので、支持
ブラケット２７により車体に支持される。前記インナ、アウタ両コラム２５、２６は、鋼
製又はアルミニウム合金等の軽合金製である。
【００２６】
　又、前記ステアリングシャフト３ａは、前側に配置されたロアシャフト２８に、後側に
配置された中空軸状のアッパシャフト２９を、トルク伝達を可能に、且つ、軸方向の相対
変位を可能にスプライン嵌合させて成るもので、前記ステアリングコラム２ａの内側に回
転自在に支持されている。これらロア、アッパ両シャフト２８、２９は、鋼製である。又
、前記アウタコラム２６の後端開口から突出した、前記アッパシャフト２９の後端部には
、ステアリングホイール１（図１３参照）が固定される。
【００２７】
　前記ハウジング１１ａは、それぞれがアルミニウム合金等の軽合金製又は合成樹脂製で
ある、前側の蓋体３０と後側の本体３１とを、複数本のボルト３２により互いに結合して
成るもので、前記インナコラム２５の前端部に結合固定されている。前記ロアシャフト２
８の前端部は、前記ハウジング１１ａの内側に挿入されている。
【００２８】
　又、前記出力軸１３ａは、磁性金属である鋼により中空状に造られたもので、前記ハウ
ジング１１ａ内の前記ロアシャフト２８の前側に、１対の玉軸受３３、３４により回転自
在に支持されている。前記ハウジング１１ａの前端開口から突出した、前記出力軸１３ａ
の前端部には、自在継手５ａ（図１３参照）が結合される。
【００２９】
　又、前記トーションバー１４ａは、ばね鋼等の鋼製で、前端部を第一連結軸部である出
力側連結軸部３５ａとし、後端部を第二連結軸部である入力側連結軸部３５ｂとし、これ
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ら入力側、出力側両連結軸部３５ａ、３５ｂ同士の間部分である軸方向中間部を、ばね軸
部３６としている。このばね軸部３６の外径寸法は、全長に亙り、前記入力側、出力側両
連結軸部３５ａ、３５ｂの外径寸法よりも小さくなっている。又、このばね軸部３６の外
周面は、軸方向中間部（軸方向両端部を除く大部分）が単なる円筒面になっており、軸方
向両端部が、それぞれ軸方向に関して前記入力側、出力側両連結軸部３５ａ、３５ｂ側に
向かう程外径寸法が大きくなる方向に傾斜した傾斜面になっている。この様なトーション
バー１４ａは、前記出力軸１３ａの内径側に配置された状態で、前記出力側連結軸部３５
ａを第一シャフトである前記出力軸１３ａに、前記入力側連結軸部３５ｂを第二シャフト
であって入力軸である前記ロアシャフト２８に、それぞれトルク伝達可能に連結している
。
【００３０】
　本例の場合、前記入力側、出力側両連結軸部３５ａ、３５ｂの外周面には、それぞれ凹
凸面部である雄セレーション部３７ａ、３７ｂを設けている。これら両雄セレーション部
３７ａ、３７ｂは、前記入力側、出力側両連結軸部３５ａ、３５ｂの外周面に、それぞれ
が軸方向に長い複数のセレーション歯を、円周方向に関して等ピッチで配置して成る。そ
して、本例の場合には、前記出力側連結軸部３５ａを前記出力軸１３ａに対してトルク伝
達可能に連結する為に、この出力側連結軸部３５ａを、この出力軸１３ａの中心孔１８ａ
の前端部に設けられた、第一連結孔部である出力側連結孔部１９ａに圧入している。これ
により、前記出力側連結軸部３５ａの外周面に設けられた、焼き入れ等の硬化処理を施さ
れた前記雄セレーション部３７ａを、硬化処理が施されていない、前記出力側連結孔部１
９ａの円筒状の内周面に機械的に食い込ませている（図７参照）。又、前記入力側連結軸
部３５ｂを前記ロアシャフト２８に対してトルク伝達可能に連結する為に、この入力側連
結軸部３５ｂを、このロアシャフト２８の前端寄り部分の内径側に設けられた有底の入力
側連結孔部１７ａに圧入している。これにより、前記入力側連結軸部３５ｂの外周面に設
けられた、焼き入れ等の硬化処理を施された前記雄セレーション部３７ｂを、硬化処理が
施されていない、前記入力側連結孔部１７ａの円筒状の内周面に機械的に食い込ませてい
る。
【００３１】
　又、前記ロアシャフト２８の前端部には、円筒状の筒状部３８が設けられている。この
筒状部３８の内周面には、第二ストッパ部である、円周方向に関する凹凸形状（歯車状）
の雌ストッパ部１５ａが設けられている。この様な雌ストッパ部１５ａは、前記筒状部３
８の内周面に、それぞれが軸方向に長い複数ずつの雌側歯部と雌側溝部とを、円周方向に
関して交互に且つ等ピッチで配置して成る。
【００３２】
　一方、前記出力軸１３ａの後端部外周面には、第一ストッパ部である、円周方向に関す
る凹凸形状（歯車状）の雄ストッパ部１６ａが設けられている。この様な雄ストッパ部１
６ａは、前記出力軸１３ａの後端部外周面に、それぞれが軸方向に長い複数ずつの雄側歯
部と雄側溝部とを、円周方向に関して交互に且つ等ピッチで配置して成る。これら各雄側
歯部（各雄側溝部）の個数と前記各雌側溝部（各雌側歯部）の個数とは、互いに等しくな
っている。
【００３３】
　上述の様な雌ストッパ部１５ａと雄ストッパ部１６ａとは、所定角度範囲（前記トーシ
ョンバー１４ａのばね軸部３６が捩れていない中立状態を基準として、例えば±５度の範
囲）内での相対回転を可能に（緩いスプライン係合の如く）凹凸係合している。即ち、前
記各雌側歯部（前記各雄側歯部）が前記各雄側溝部（前記各雌側溝部）に、それぞれ円周
方向両側に隙間を介在させた状態で緩く係合する事により、前記ロアシャフト２８と前記
出力軸１３ａとの相対回転が、前記所定角度範囲内に規制されている。これにより、前記
トーションバー１４ａのばね軸部３６の過大な捩れ防止が図られている。
【００３４】
　又、前記出力軸１３ａの外周面のうち、軸方向に関して前記雄ストッパ部１６ａの前側
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に隣接する部分である、後端寄り部分には、その外接円の直径が前記雄ストッパ部１６ａ
よりも大きくなった、円周方向に関する凹凸形状（歯車状）のトルク検出用凹凸部３９が
設けられている。この様なトルク検出用凹凸部３９は、前記出力軸１３ａの外周面の後端
寄り部分に、それぞれが軸方向に長い複数の検出用溝部を、円周方向に関して等間隔に設
けて成る。本例の場合には、これら各検出用溝部の個数と、前記雄ストッパ部１６ａを構
成する各雄側溝部の個数とが、互いに等しくなっている。これと共に、これら各検出用溝
部と各雄側溝部とが、軸方向に連続して設けられている。
【００３５】
　又、前記トルク検出用スリーブ２２は、アルミニウム合金等の導電性を有する非磁性金
属により円筒状に造られたもので、前記トルク検出用凹凸部３９の外径側に同心に配置さ
れている。このトルク検出用スリーブ２２の基端部である後端部は、前記筒状部３８に外
嵌固定されている。このトルク検出用スリーブ２２のうち、前記トルク検出用凹凸部３９
の外径側に配置された部分である、前端部乃至中間部には、複数の略矩形の窓孔４０、４
０が、軸方向に複列に、且つ、円周方向に関して等間隔に設けられている。これら両列の
窓孔４０、４０の周方向位相は、互いに半ピッチずれている。
【００３６】
　又、前記トルク検出用コイルユニット２３は、円筒状に構成されたもので、前記トルク
検出用凹凸部３９及び前記トルク検出用スリーブ２２の外径側に同心に配置されている。
このトルク検出用コイルユニット２３は、前記ハウジング１１ａに内嵌固定されており、
１対のコイル４１、４１を備えている。これら両コイル４１、４１は、前記トルク検出用
スリーブ２２のうち、前記両列の窓孔４０、４０を設けた部分に対し、径方向に重畳して
配置されている。
【００３７】
　又、前記ウォーム式減速機２４は、ウォームホイール４２と、図示しないウォームとを
組み合わせて成る。このうちのウォームホイール４２は、前記出力軸１３ａのうち、前記
両玉軸受３３、３４同士の間部分である、軸方向略中央部に外嵌固定されている。又、前
記ウォームは、前記ウォームホイール４２に噛合した状態で、前記ハウジング１１ａ内に
回転自在に支持されている。
【００３８】
　又、前記電動モータ１０（図１３参照）は、前記ハウジング１１ａに支持固定されてい
る。この電動モータ１０の出力軸は、前記図示しないウォームの基端部に対し、トルクの
伝達を可能に結合されている。
【００３９】
　上述した様な本例の電動式パワーステアリング装置のうち、前記ロアシャフト２８と、
前記出力軸１３ａと、前記トーションバー１４ａとを組み立てる場合には、先ず、図３に
示す様に、前記ロアシャフト２８の筒状部３８に、前記トルク検出用スリーブ２２の基端
部を外嵌固定する。これと共に、前記トーションバー１４ａの入力側連結軸部３５ｂを、
前記ロアシャフト２８の入力側連結孔部１７ａに圧入する。これにより、この入力側連結
軸部３５ｂを前記ロアシャフト２８に対して、トルク伝達可能に連結する。
【００４０】
　ここで、本例の場合、この様な組立の段階（電動式パワーステアリング装置の完成前の
状態）で、前記トーションバー１４ａは、前端部に延出部４３を備えている。この延出部
４３は、前記出力側連結軸部３５ａの前端面の中央部から軸方向に延出する状態で設けら
れている。この様な延出部４３は、基端部（後端部）を除く大部分が単なる円柱状であり
、その外径寸法は、前記出力側連結孔部１９ａの内径寸法よりも十分に小さくなっていて
、この出力側連結孔部１９ａの内径側を軸方向に通過可能である。又、この様な延出部４
３の基端部には、外径寸法が特に小さくなった、くびれ部４４が設けられている。
【００４１】
　次に、図３に示す様に、前記延出部４３を備えた前記トーションバー１４ａを前記出力
軸１３ａの内径側に挿通して、前記延出部４３の前端部乃至中間部をこの出力軸１３ａの
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外部に突出させると共に、前記出力側連結軸部３５ａの前端縁部分を、前記出力側連結孔
部１９ａの後端開口部に係合させる。これと共に、前記出力軸１３ａの後端部外周面に設
けられた雄ストッパ部１６ａの後端部と、前記ロアシャフト２８の筒状部３８の内周面に
設けられた雌ストッパ部１５ａの前端部とを、円周方向の隙間を介在させた状態で係合さ
せる。尚、この様に、前記出力側連結軸部３５ａを前記出力側連結孔部１９ａに圧入する
のに先立って、前記雄ストッパ部１６ａの後端部と前記雌ストッパ部１５ａの前端部とを
円周方向の隙間を介在させた状態で係合させる事を可能とする為に、本例の場合には、図
３に示した状態で、前記出力側連結孔部１９ａの後端開口部から前記雄ストッパ部１６ａ
の後端縁までの軸方向寸法Ａ１を、前記雌ストッパ部１５ａの前端縁から前記出力側連結
軸部３５ａの前端縁部分までの軸方向寸法Ｂ１よりも少しだけ大きく（Ａ１＞Ｂ１）して
いる。尚、このＡ１＞Ｂ１の関係が、請求項２、７に記載した寸法関係に相当する。
【００４２】
　そして、図３に示した状態で、前記雄、雌両ストッパ部１６ａ、１５ａ同士の係合状態
を、円周方向に関する中立状態とする事により、前記ロアシャフト２８と前記出力軸１３
ａとの回転方向に関する互いの位置関係を、これらロアシャフト２８と出力軸１３ａとの
相対回転が可能となる所定角度範囲の中央位置に合わせる。そして、この状態で、前記延
出部４３のうち前記出力軸１３ａの外部に突出させた部分を、この出力軸１３ａに対して
軸方向に引っ張る。具体的には、前記出力軸１３ａを軸方向に固定した状態で、前記延出
部４３のうち、この出力軸１３ａの外部に突出させた部分を引っ張る。これにより、図３
→図４の順に示す様に、この出力軸１３ａに対して、前記トーションバー１４ａ及び前記
ロアシャフト２８を、図３～４の左方に変位させる事に基づいて、前記出力側連結軸部３
５ａを前記出力側連結孔部１９ａに圧入する。これにより、この出力側連結軸部３５ａを
前記出力軸１３ａに対して、トルク伝達可能に連結する。尚、本例の場合には、この状態
で、前記延出部４３の基端部に存在するくびれ部４４を、前記出力軸１３ａの前端面とほ
ぼ等しい軸方向位置に配置している。
【００４３】
　次いで、図４→図５の順に示す様に、前記延出部４３の基端部に存在するくびれ部４４
を破断させる事により、この延出部４３を前記トーションバー１４ａから分離して除去す
る。この際に、本例の場合には、図６の（Ａ）に示す様に、前記くびれ部４４を折り曲げ
る（例えば、往復揺動させる）事により、このくびれ部４４を破断させるか、或いは、同
図の（Ｂ）に示す様に、このくびれ部４４を捩る事により、このくびれ部４４を破断させ
る。
【００４４】
　尚、本例の場合には、図３に示した状態で、前記雄ストッパ部１６ａの後端部と前記雌
ストッパ部１５ａの前端部とが係合した部分の軸方向寸法（Ａ１－Ｂ１）を２ｍｍ程度と
している。又、前記出力側連結孔部１９ａに対する前記出力側連結軸部３５ａの軸方向の
圧入量αを、完成状態での前記雄、雌両ストッパ部１６ａ、１５ａ同士の係合部の軸方向
寸法から前記軸方向寸法Ａ１－Ｂ１（≒２ｍｍ）を差し引いた値βと等しく（α＝β）し
ている。これにより、前記ロアシャフト２８と前記出力軸１３ａと前記トーションバー１
４ａとを組み合わせた構造体の軸方向寸法を短く抑えつつ、前記圧入量αを長く確保でき
る様にしている。
　尚、本例の構造を実施する場合、図３～５に示した各構成部材に対する、残りの各構成
部材の組み立ては、適宜の順序で行えば良く、具体的な組立順序は特に問わない。
【００４５】
　上述の様に構成する本例の電動式パワーステアリング装置の場合、運転者が前記ステア
リングホイール１を操作する事によって、前記ステアリングシャフト３ａに操舵力である
トルクが付与されると、このトルクの方向及び大きさに応じた分だけ、前記トーションバ
ー１４ａが（前記所定角度範囲で）弾性的に捩れる。これに伴い、前記トルク検出用凹凸
部３９と前記トルク検出用スリーブ２２との円周方向の位置関係が変化する事により、前
記トルク検出用コイルユニット２３を構成するコイル４１、４１にインピーダンス変化が
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生じる。この為、このインピーダンス変化に基づいて、前記トルクの方向及び大きさを検
出できる。前記電動モータ１０は、このトルクの方向及び大きさに応じた補助動力を発生
させる。この補助動力は、前記ウォーム式減速機２４により増大された後、前記出力軸１
３ａに付与される。この結果、運転者が前記ステアリングホイール１を操作する為に要す
る力が軽減される。
【００４６】
　一方、前記ステアリングホイール１から前記ステアリングシャフト３ａに大きなトルク
が入力される事により、前記トーションバー１４ａのばね軸部３６の捩れ量が、前記所定
角度範囲の片側又は他側の上限値に達すると、前記雌ストッパ部１５ａと前記雄ストッパ
部１６ａとが円周方向に噛み合う。そして、この噛み合いに基づき、前記ロアシャフト２
８から前記出力軸１３ａに直接、前記トルクの一部が伝達される様になる。つまり、前記
ステアリングホイール１から前記ステアリングシャフト３ａに大きなトルクが入力された
場合でも、前記ばね軸部３６に過大な捩れが生じる事を防止される。
【００４７】
　上述の様に構成する本例の電動式パワーステアリング装置及びその製造方法によれば、
前記トーションバー１４ａの軸方向両端部である入力側、出力側両連結軸部３５ａ、３５
ｂのうち、この入力側連結軸部３５ｂを前記ロアシャフト２８の入力側連結孔部１７ａに
圧入した後、図３→図４の順に示す様に、前記出力側連結軸部３５ａを前記出力軸１３ａ
の出力側連結孔部１９ａに圧入する際に、前記トーションバー１４ａの軸方向中間部であ
るばね軸部３６が座屈する事を防止できる。即ち、本例の場合、前記出力側連結軸部３５
ａを出力側連結孔部１９ａに圧入する作業は、前記トーションバー１４ａの延出部４３の
うち、前記出力軸１３ａの外部に突出させた部分を、この出力軸１３ａに対して軸方向に
引っ張る事により行う。この為、当該圧入に起因して、前記ばね軸部３６に軸方向圧縮力
が作用する事はない。従って、当該圧入に伴って、このばね軸部３６が座屈する事を防止
できる。又、本例の場合には、この様にしてばね軸部３６の座屈を防止できる為、操舵輪
からステアリングホイールへ伝達される振動を低減する事や、操舵トルクの検出感度を向
上させる事を目的として、前記トーションバー１４ａの低剛性化（前記ばね軸部３６の小
径化等）を図り易い。
【００４８】
　又、本例の場合には、前記出力側連結軸部３５ａを前記出力側連結孔部１９ａに圧入し
た後に、前記延出部４３の基端部に存在するくびれ部４４を破断させて、この延出部４３
を除去する為、その後の組立工程を行う際や、電動式パワーステアリング装置の完成後に
、この延出部４３が邪魔になる事はない。又、本例の場合、前記くびれ部４４を破断させ
る作業は、このくびれ部４４を折り曲げる事により、或いは、このくびれ部４４を捩る事
により、破断エネルギを小さく抑えつつ、容易に行える。
【００４９】
　又、本例の場合には、前記出力側連結軸部３５ａを前記出力側連結孔部１９ａに圧入す
る事に伴い、この出力側連結軸部３５ａの外周面に設けられた、焼き入れ等の硬化処理を
施された前記雄セレーション部３７ａが、硬化処理が施されていない、前記出力側連結孔
部１９ａの円筒状の内周面に機械的に食い込んだ状態となる（図７参照）。即ち、この様
に食い込んだ部分で、前記雄セレーション部３７ａを構成する複数のセレーション歯の円
周方向両側面及び先端面が、それぞれ前記出力側連結孔部１９ａの内周面に強く摩擦係合
した状態となる。この為、前記くびれ部４４を破断させる際に、前記出力側連結軸部３５
ａの外周面と前記出力側連結孔部１９ａの内周面との係合部に、軸方向や円周方向のずれ
が生じる事を十分に抑えられる。従って、正規の組立状態を実現する事が容易となる。以
下、この点に就いて、更に詳しく説明する。
【００５０】
　図８～９は、本例の構造と比較される、比較例の構造を示している。この比較例の構造
の場合には、出力側連結軸部３５ｃを出力側連結孔部１９ｂに圧入した状態での、これら
出力側連結軸部３５ｃの外周面と出力側連結孔部１９ｂの内周面との係合部の構造が、本
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例の場合と異なる。即ち、図８～９に示した比較例の構造の場合には、当該係合部を、単
なる円筒面嵌合部としている。
【００５１】
　この様な比較例の構造の場合には、当該円筒面嵌合部に作用する係合力（摩擦力）が十
分ではない為、図８の（Ａ）に示す様に、延出部４３の基端部に存在するくびれ部４４を
折り曲げると、当該円筒面嵌合部に折り曲げ方向の軸方向滑りが生じ、同図に実線で示す
様に、前記出力側連結軸部３５ｃに、折り曲げ方向の弾性変形が生じる。又、これに伴い
、当該円筒面嵌合部に作用する面圧及び摩擦力が、折り曲げ側（同図の下側）で高くなる
一方、反折り曲げ側（同図の上側）で低くなる。この状態で、前記くびれ部４４が破断し
て、前記出力側連結軸部３５ｃの変形が弾性的に復元すると、この出力側連結軸部３５ｃ
の軸方向位置が、図８の（Ｂ）に鎖線で示す元の位置から、実線で示す位置（上述の様に
摩擦力が大きくなった折り曲げ側の位置）にずれた状態となる。この際に生じるずれ量は
、比較的大きくなる場合がある為、問題となる。
【００５２】
　即ち、油圧式のパワーステアリング装置の場合、油圧が伝達される経路となっている構
成部品の軸方向位置精度は、油圧が伝達できる程度に確保されていれば良く、具体的な要
求精度は、０．２±０．１ｍｍ程度である。
　しかしながら、本例の対象となる電動式パワーステアリング装置の場合、トルクセンサ
は、光、超音波、磁気、ＣＣＤ、レーザー筒を用いたものが多くあり、該当する構成部品
の軸方向位置精度は、非常に高精度となる。例えば、本例の構造に組み込まれた磁気タイ
プのトルクセンサでは、具体的な要求精度が、０．０２±０．００５ｍｍ程度と非常に高
くなる場合がある。
　この為、本例の構造に於いて、図８で説明した様な、比較的大きな軸方向位置のずれが
生じると、トルク検出の精度を十分に確保できなくなると言った問題が生じる。
【００５３】
　これに対し、本例の構造の場合には、前記出力側連結軸部３５ａの外周面に設けられた
雄セレーション部３７ａを構成する複数のセレーション歯を、前記出力側連結孔部１９ａ
の円筒状の内周面に機械的に食い込ませている。この為、図６の（Ａ）に示す様に、前記
延出部４３の基端部に存在するくびれ部４４を折り曲げた場合に、この折り曲げ方向の力
を、前記出力側連結軸部３５ａの外周面と前記出力側連結孔部１９ａの内周面との係合部
のうち、折り曲げ側部分だけでなく、反折り曲げ側部分を除いた残りの部分（円周方向の
広い範囲）でしっかりと支承する事ができる。従って、本例の場合には、前記出力側連結
軸部３５ａが図８の（Ａ）に示す様に弾性変形する事を十分に抑えられる。この結果、前
記くびれ部４４が破断する際に、前記出力側連結軸部３５ａの軸方向位置がずれる量を十
分に抑えられる。
【００５４】
　又、上述した比較例の構造の場合には、前記出力側連結軸部３５ｃの外周面と前記出力
側連結孔部１９ｂの内周面との円筒面嵌合部に作用する係合力（摩擦力）が十分ではない
為、図９の（Ａ）に示す様に、延出部４３の基端部に存在するくびれ部４４を捩ると、前
記出力側連結軸部３５ｃにも弾性的な捩れが生じる。尚、図９の太線Ｘは、前記くびれ部
４４を捩る前に前記出力側連結軸部３５ｃの外周面に対して中心軸と平行に付した補助線
であり、この出力側連結軸部３５ｃの捩れを可視化する為のものである。この状態で、前
記くびれ部４４が破断すると、前記出力側連結軸部３５ｃの捩れが弾性的に復元する。但
し、その復元位置は、元の位置｛円周方向に関して、図９の（Ａ）の太線Ｘの右端の位置
｝ではなく、図９の（Ｂ）に示す様に、元の位置から当該捩れ方向に少しだけ進んだ位置
｛円周方向に関して、図９の（Ａ）の太線Ｘの両端同士の間の略中央位置｝となる。そし
て、この様に太線Ｘの位置が円周方向に関して少しだけ進んだ分、中立状態での、ロアシ
ャフト２８（図１～５参照）と出力軸１３ｂとの回転方向に関する位置関係がずれる。こ
の結果、トルク検出の信頼性を十分に確保する事が難しくなると言った問題を生じる。
【００５５】
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　これに対し、本例の構造の場合には、前記出力側連結軸部３５ａの外周面に設けられた
雄セレーション部３７ａを構成する複数のセレーション歯を、前記出力側連結孔部１９ａ
の円筒状の内周面に機械的に食い込ませている。この為、図６の（Ｂ）に示す様に、前記
延出部４３の基端部に存在するくびれ部４４を捩った場合に、この捩り方向の力を、前記
出力側連結軸部３５ａの外周面と前記出力側連結孔部１９ａの内周面との係合部の全体で
、しっかりと支承する事ができる。従って、本例の場合には、前記出力側連結軸部３５ａ
が図９の（Ａ）に示す様に弾性的に捩れる事を十分に抑えられる。この結果、前記くびれ
部４４が破断する際に、中立状態での、前記ロアシャフト２８と前記出力軸１３ａとの回
転方向に関する位置関係がずれる量を十分に抑えられる。
【００５６】
　又、本例の場合、組立時には、図３に示す様に、前記出力側連結軸部３５ａを前記出力
側連結孔部１９ａに圧入するのに先立って、前記雄、雌両ストッパ部１６ａ、１５ａの軸
方向端部同士を係合させる事ができる為、前記ロアシャフト２８と前記出力軸１３ａとの
回転方向に関する互いの位置関係を、前記所定角度範囲の中央位置に合わせる事が容易と
なる。従って、正規の組立状態を容易に実現する事ができる。
【００５７】
　［実施の形態の第２例］
　本発明の実施の形態の第２例に就いて、図１０を参照しつつ説明する。尚、図１０では
、左側が前側となり、右側が後側となる。
　本例の場合には、図示の様に、トーションバー１４ａの出力側連結軸部３５ａを、出力
軸１３ｃの出力側連結孔部１９ｃに圧入する作業を完了した状態で、延出部４３の基端部
に存在するくびれ部４４を、この出力側連結孔部１９ｃの内径側に配置している。
　但し、前記延出部４３の外径寸法は、この出力側連結孔部１９ｃの内径寸法に比べて十
分に小さくなっている為、これら延出部４３の外周面と出力側連結孔部１９ｃの内周面と
の間には、大きな隙間が存在している。
　従って、本例の場合も、前記延出部４３を除去する際には、前記くびれ部４３を折り曲
げる事ができ、この折り曲げによって、このくびれ部４３を破断させる事ができる。
　又、本例の場合も、このくびれ部４３を捩る事によって、このくびれ部４３を破断させ
る事ができる。
　その他の構成及び作用は、上述した実施の形態の第１例の場合と同様であるから、重複
する図示並びに説明は省略する。
【００５８】
　［実施の形態の第３例］
　本発明の実施の形態の第３例に就いて、図１１を参照しつつ説明する。尚、図１１では
、左側が前側となり、右側が後側となる。
　本例の場合も、図示の様に、トーションバー１４ａの出力側連結軸部３５ａを、出力軸
１３ｃの出力側連結孔部１９ｃに圧入する作業を完了した状態で、延出部４３ａの基端部
に存在するくびれ部４４を、この出力側連結孔部１９ｃの内径側に配置している。
　又、本例の場合には、前記延出部４３ａのうち前記くびれ部４４から外れた部分の外径
寸法ｄ43を、前記出力側連結孔部１９ｃの内径寸法Ｄ19とほぼ等しく（ｄ43≒Ｄ19）して
いる。これにより、前記延出部４３ａのうち前記くびれ部４４から外れた部分を、雄、雌
両ストッパ部１６ａ、１５ａ同士の係合状態を中立状態とする際のガイドにできる様にし
ている。
　尚、本例の場合には、前記延出部４３ａの外周面のうち前記くびれ部４４から外れた部
分と、前記出力側連結孔部１９ｃの内周面との間に、十分な隙間が存在していない。従っ
て、前記延出部４３ａを除去する際には、前記くびれ部４４を折り曲げる事ができない。
　この為、本例の場合には、前記くびれ部４３ａを捩る事によって、このくびれ部４３ａ
を破断させる。
　その他の構成及び作用は、前述した実施の形態の第１例の場合と同様であるから、重複
する図示並びに説明は省略する。
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【００５９】
　尚、本発明を実施する場合には、例えば図１２に示す様に、トーションバー１４ａに連
結した延出部４３の一部（図示の例では、先端部）に、この延出部４３を引っ張る為に使
用する治具やチャックを係合させる為の係合部（図示の例では、大径部４５）を設ける事
もできる。
【産業上の利用可能性】
【００６０】
　本発明は、例えば特許文献２に記載されている構造の様に、第一シャフトを、ステアリ
ングホイールからの操舵力が付与される入力軸とする構造に適用する事もできる。
　又、本発明は、第一、第二両シャフトとトーションバーとを含んで構成されるアシスト
機構を、ステアリングギヤユニット部分に設置する構造に対して適用する事もできる。
　又、本発明を実施する場合には、第一連結軸部の外周面と第一連結孔部の内周面との係
合部の構造として、上述した各実施の形態で採用した様な構造、即ち、第一連結軸部の外
周面に設けられた、焼き入れ等の硬化処理を施された凹凸面部（セレーション部に限らず
、例えばローレット部でも良い。）を、硬化処理が施されていない、第一連結孔部の円筒
状の内周面に機械的に食い込ませた構造を採用できる他、第一連結孔部の内周面に設けら
れた、焼き入れ等の硬化処理を施された凹凸面部（セレーション部に限らず、例えばロー
レット部でも良い。）を、硬化処理が施されていない、第一連結軸部の円筒状の外周面に
機械的に食い込ませた構造を採用する事もできる。或いは、第一連結孔部の内周面に設け
られた凹凸面部である雌セレーション部と、第一連結軸部の外周面に設けられた凹凸面部
である雄セレーション部とを、締め代を持たせた状態でセレーション係合させた構造を採
用する事もできる。
【符号の説明】
【００６１】
　１　車体
　２、２ａ　ステアリングコラム
　３、３ａ　ステアリングシャフト
　４　ステアリングホイール
　５ａ、５ａ　自在継手
　６　中間シャフト
　７　ステアリングギヤユニット
　８　入力軸
　９　タイロッド
　１０　電動モータ
　１１、１１ａ　ハウジング
　１２　入力軸
　１３、１３ａ、１３ｂ、１３ｃ　出力軸
　１４、１４ａ　トーションバー
　１５、１５ａ　雌ストッパ部
　１６、１６ａ　雄ストッパ部
　１７、１７ａ　（入力側）連結孔部
　１８、１８ａ　中心孔
　１９、１９ａ、１９ｂ、１９ｃ　（出力側）連結孔部
　２０　貫通孔
　２１　ピン
　２２　トルク検出用スリーブ
　２３　トルク検出用コイルユニット
　２４　ウォーム式減速機
　２５　インナコラム
　２６　アウタコラム
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　２７　支持ブラケット
　２８　ロアシャフト
　２９　アッパシャフト
　３０　蓋体
　３１　本体
　３２　ボルト
　３３　玉軸受
　３４　玉軸受
　３５ａ、３５ｂ、３５ｃ　（入力側、出力側）連結軸部
　３６　ばね軸部
　３７ａ、３７ｂ　雄セレーション部　
　３８　筒状部
　３９　トルク検出用凹凸部
　４０　窓孔
　４１　コイル
　４２　ウォームホイール
　４３、４３ａ　延出部
　４４　くびれ部
　４５　大径部
 
【手続補正２】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　中空状の第一シャフトと、
　この第一シャフトと同軸に配置された第二シャフトと、
　軸方向両端部に第一連結軸部及び第二連結軸部を、これら第一、第二両連結軸部同士の
間部分である軸方向中間部にばね軸部を、それぞれ有し、前記第一シャフトの内径側に配
置された状態で、前記第一連結軸部をこの第一シャフトに、前記第二連結軸部を前記第二
シャフトに、それぞれトルク伝達可能に連結されたトーションバーとを備え、
　前記第一、第二両シャフトのうちの何れか一方のシャフトにステアリングホイールから
の操舵力が付与される電動式パワーステアリング装置の製造方法であって、
　前記第一シャフトの内径側に、前記第一連結軸部を圧入可能な第一連結孔部を設け、
　前記第一連結軸部の先端部から軸方向に延出する状態で、前記第一連結孔部の内径側を
軸方向に通過可能な延出部を設け、
　前記第二連結軸部を前記第二シャフトに対してトルク伝達可能に連結した後、前記第一
連結孔部に前記延出部を挿通すると共に、この延出部のうちの少なくとも先端側部分を前
記第一シャフトの外部に突出させた状態で、この突出させた部分をこの第一シャフトに対
して軸方向に引っ張る事により、前記第一連結軸部を前記第一連結孔部に圧入する事で、
これら第一連結軸部の外周面と第一連結孔部の内周面とを係合させた状態で、前記延出部
を除去する事を特徴とする電動式パワーステアリング装置の製造方法。
【請求項２】
　製造対象となる電動式パワーステアリング装置が、前記第一シャフトの軸方向一部分に
設けられた第一ストッパ部と、前記第二シャフトの軸方向一部分に設けられた第二ストッ
パ部とを、円周方向の隙間を介在させた状態で係合させる事により、前記第一、第二両シ
ャフト同士の相対回転を所定角度範囲内に規制したものであって、且つ、製造時に、前記
第二連結軸部を前記第二シャフトに対してトルク伝達可能に連結した後、前記第一連結軸
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部を前記第一連結孔部に圧入する前に、前記第一、第二両ストッパ部の少なくとも一部分
同士を円周方向の隙間を介在させた状態で係合させる事が可能な寸法関係を有するもので
あり、
　前記延出部のうち前記第一シャフトの外部に突出させた部分をこの第一シャフトに対し
て軸方向に引っ張る事により、前記第一連結軸部を前記第一連結孔部に圧入する作業を、
前記第一、第二両ストッパ部の少なくとも一部分同士を円周方向の隙間を介在させた状態
で係合させると共に、前記第一、第二両シャフト同士の回転方向に関する互いの位置関係
を前記所定角度範囲の中央位置に合わせた状態で行う
　請求項１に記載した電動式パワーステアリング装置の製造方法。
【請求項３】
　前記延出部を、基端部にくびれ部を有するものとし、且つ、このくびれ部を破断させる
事により除去する
　請求項１～２のうちの何れか１項に記載した電動式パワーステアリング装置の製造方法
。
【請求項４】
　前記くびれ部を、折り曲げる、捩る、のうちの少なくとも一方の手段により破断させる
　請求項３に記載した電動式パワーステアリング装置の製造方法。
【請求項５】
　前記第一連結軸部の外周面と前記第一連結孔部の内周面とのうちの少なくとも一方の周
面に凹凸面部を設け、
　前記第一連結軸部の外周面と前記第一連結孔部の内周面とを、前記凹凸面部により円周
方向に凹凸係合させる
　請求項１～４のうちの何れか１項に記載した電動式パワーステアリング装置の製造方法
。
【請求項６】
　中空状の第一シャフトと、
　この第一シャフトと同軸に配置された第二シャフトと、
　軸方向両端部に第一連結軸部及び第二連結軸部を、これら第一、第二両連結軸部同士の
間部分である軸方向中間部にばね軸部を、それぞれ有し、前記第一シャフトの内径側に配
置された状態で、前記第一連結軸部をこの第一シャフトに、前記第二連結軸部を前記第二
シャフトに、それぞれトルク伝達可能に連結されたトーションバーとを備え、
　前記第一、第二両シャフトのうちの何れか一方のシャフトにステアリングホイールから
の操舵力が付与される電動式パワーステアリング装置であって、
　前記第一シャフトの内径側に設けられた第一連結孔部に、前記第一連結軸部が圧入され
ており、前記第一連結軸部の先端面に除去痕が存在している事を特徴とする電動式パワー
ステアリング装置。
【請求項７】
　前記第一シャフトの軸方向一部分に設けられた第一ストッパ部と、前記第二シャフトの
軸方向一部分に設けられた第二ストッパ部とが円周方向の隙間を介在させた状態で係合す
る事により、前記第一、第二両シャフト同士の相対回転が所定角度範囲内に規制されてお
り、
　製造時に、前記第二連結軸部を前記第二シャフトに対してトルク伝達可能に連結した後
、前記第一連結軸部を前記第一連結孔部に圧入する前に、前記第一、第二両ストッパ部の
少なくとも一部分同士を円周方向の隙間を介在させた状態で係合させる事が可能な寸法関
係を有している
　請求項６に記載した電動式パワーステアリング装置。
【請求項８】
　前記除去痕が破断痕である
　請求項６～７のうちの何れか１項に記載した電動式パワーステアリング装置。
【請求項９】
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　前記第一連結軸部の外周面と前記第一連結孔部の内周面とが、これら外周面と内周面と
のうちの少なくとも一方の周面に設けられた凹凸面部により円周方向に凹凸係合している
　請求項６～８のうちの何れか１項に記載した電動式パワーステアリング装置。
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